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平成２４年度普通会計決算概要

１ 決算規模

歳入は、市税の増加、平成２４年度普通建設事業費の増加による市債、国・府

支出金収入の増加などにより前年度比５．７％増の２２，５７３，５８９千円と

なりました。

歳出は、自立支援給付費などの扶助費の増加、教育施設の整備等に伴う普通建

設事業の増加等により、前年度比５．０％増の２２，０１７，０３２千円となり

ました。

２ 決算収支

形式収支（歳入歳出差引）は５５６，５５７千円の黒字となり、ここから翌年

度へ繰り越すべき財源３３９，２５７千円を差し引いた実質収支は、２１７，３

００千円の黒字となりました。

平成２４年度実質収支から平成２３年度実質収支２０９，７９０千円を差し引

いた単年度収支は、７，５１０千円の黒字となりました。

単年度収支に、財政調整基金の積み立て・取り崩しと繰上償還金を加味した実

質単年度収支は、１１４，１５５千円の黒字となりました。

（単位：千円）

区分 平成 24年度 平成 23年度 増減額 増減率（％）

歳入総額 A 22,573,589 21,365,058 1,208,531 5.7

歳出総額 B 22,017,032 20,971,628 1,045,404 5.0

歳入歳出差引 C=A-B 556,557 393,430 163,127 41.5

翌年度に繰り

越すべき財源
D 339,257 183,640 155,617 84.7

実質収支 E=C-D 217,300 209,790 7,510 3.6

単年度収支 F 7,510 △170,288 177,798 -

積立金 G 106,645 191,980 △85,335 △44.4

繰上償還金 H 0 0 0 -

積立金取崩し額 I 0 0 0 -

実質単年度収支 J=F+G+H-I 114,155 21,692 92,463 426.3
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○ 歳入歳出総額・実質収支の推移
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区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

歳 入 総 額 19,703 21,937 22,099 21,365 22,574

歳 出 総 額 19,405 21,502 21,417 20,972 22,017

実 質 収 支 203 203 380 210 217

３ 財政構造の弾力性

（１）経常収支比率

経常的に収入される一般財源は、地方特例交付金、地方譲与税、利子割交付

金などが減少したものの、市税、地方交付税、地方消費税交付金などが増加し

たことから前年度比１．６％増の１２，６９６，６２２千円となりました。

また、償還に要する費用が後年度の地方交付税で措置される臨時財政対策債

を含めた実質的な一般財源は前年度比１．８％増の１３，９７７，６２２千円

（ａ）となりました。

一方、経常的に支出しなければならない一般経費は、扶助費などが増加した

ことから、前年度比１．６％増の１２，８４４，０７０千円（ｂ）となりまし

た。

この結果、経常収支比率は、９１．９％（ｂ／ａ）となり、前年度から０．

２ポイント改善しました。

（２）実質公債費比率（３年平均）

標準財政規模等に対する過去３年間（平成 22年度～平成 24年度）における

公債費等の割合の平均値を示す実質公債費比率は、前年度から０．４ポイント

（単位：百万円）
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改善し６．４％となりました。

○ 経常収支比率・実質公債費比率の推移
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区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

経 常 収 支比 率 93.0 93.4 89.9 92.1 91.9

実質公債費比率 7.8 6.9 6.7 6.8 6.4

※実質公債費比率は３年間の平均値。

４ 将来の財政負担

地方債現在高は、普通建設事業費が増加し、起債額が元金償還額を上回ったた

め前年度比２０９，３８６千円増の２１，０１５，８７０千円となりました。

また、債務保証や将来の財政支出を約束した債務負担行為翌年度以降支出額は、

前年度比３８３，３６３千円減の１，３７４，３２７千円となりました。

積立金現在高は、特定目的基金残高の減少により、前年度比２８，２０２千円

減の６，８１５，２７４千円となりました。

（単位：％）
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○ 地方債・債務負担行為・積立金の推移
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区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

債 務 負 担 行 為 506 590 1,530 1,758 1,374

地 方 債 21,298 21,585 21,551 20,806 21,016

積 立 金 6,457 6,283 6,510 6,843 6,815

５ 決算の特徴

（１）主な歳入項目

①市税

個人市民税が増加したことなどから、市税総額は、前年度比２．２％増の

９，７７４，４３７千円となりました。

②地方交付税

人口の増加等により基準財政需要額が増となったことなどから、地方交付

税は、前年度比２．１％増の２，８４１，００７千円となりました。

（単位：百万円）
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③国庫支出金

普通建設事業が大幅に増加したことにより、これに係る国庫支出金も増加

となり、国庫支出金総額は前年度比５．４％増の３，０８１，１１７千円と

なりました。

④地方債

中学校施設整備事業、小学校耐震・大規模改造事業等が大幅に増加したこ

とに伴い、地方債総額は前年度比５１．６％増の２，４６３，１００千円と

なりました。

【歳入内訳】

（２）主な歳出項目

◆性質別

①人件費

議員共済負担金の減少等に伴い、人件費総額は前年度比０．６％減の

９１４，８５１千円となりました。

②扶助費

自立支援給付費の増などから、扶助費総額は前年度比２．０％増の５

０８，０３４千円となりました。

譲与税等
1,092,004

5.1%

地方交付税
2,781,912

13.0%

国庫支出金
2,924,395

13.7%

府支出金
1,310,573

6.1%

地方債
1,625,200

7.6%

その他
2,067,390

9.7%

平成２３年度総額

21,365,058 千円

平成２３年度総額

21,365,058 千円

市税
9,774,437

43.3%

譲与税等

1,027,741

4.6%

地方交付税

2,841,007

12.6%

国庫支出金

3,081,117

13.6%

府支出金
1,413,808

6.3%

地方債

2,463,100

10.9%

その他

1,972,379

8.7%

平成２４年度総額

22,573,589 千円
４，

，１

市税
9,563,584

44.8%

（単位：千円）
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③物件費

基幹システム導入委託料等が増加したことにより、物件費総額は、前年度

比２．６％増の３，０７８，００１千円となりました。

④普通建設事業費

田辺中学校整備事業費、中学校空調設備設置事業費などが大幅に増加した

ことなどから、普通建設事業費総額は、前年度比６１．４％増の２，６５６，

０１１千円となりました。

【性質別内訳】

◆目的別

①総務費

基幹システム導入委託料の増加などから、総務費総額は、前年度比１

増の２，３５１，２４７千円となりました。

②民生費

児童（こども）手当費が減少したものの、生活保護費、自立支援給

が増加したことなどから、民生費総額は、前年度比４．３％増の７，９

４７３千円となりました。

平成２３年度総額

20,971,628千円

その他

1,454,487

6.9%
普通建設

事業費

1,646,078
7.8%

繰出金

2,236,764

10.7%

物件費

3,000,020

14.3%

公債費

2,679,466

12.8%

扶助費

5,008,036

23.9%

人件費

4,946,777

23.6%

平成２４年度総額

22,017,032千円

その他
1,402,905

6.4%普通建設
事業費

2,656,011
12.1%

繰出金
2,319,112

10.5%

物件費
3,078,001

14.0%
公債費

2,538,118
11.5%

扶助費
5,108,034

23.2%

人件費
4,914,851

22.3%
．５％

付費等

５７，

（単位：千円）
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③衛生費

じん芥処理費修繕料が減少したことなどから、衛生費総額は、前年度比０．

９％減の１，４４４，４００千円となりました。

④土木費

三山木地区特定土地区画整理事業費や都市公園新設事業費が減少したこ

となどから、土木費総額は、前年度比３．０％減の２，３９３，３５３千円

となりました。

⑤教育費

田辺中学校整備事業費、中学校空調設備設置事業費が大幅に増加したこと

などから、教育費総額は前年度比４０．２％増の３，４３０，５９２千円と

なりました。

【目的別内訳】

※端数処理の関係で、合計が一致しない場合があります。

平成２３年度

20,971,628千

公債費

2,679,466

12.8%

議会費

271,496

1.3%

2

衛生費

1,456,848

6.9%

労働費

88,230

0.4%

農林水費

376,288

1.8%

商工費

106,408

0.5%

土木費

2,467,420

11.8%

消防費

1,124,696

5.4%

教育費

2,446,679

11.7%
平成２４年度総額

22,017,032千円

公債費

2,538,118

11.5%

災害復旧費

38,924

0.2%

教育費

3,430,592

15.6%

消防費

1,125,654

5.1% 土木費

2,393,353

10.9%

商工費

111,796

0.5% 農林水費

340,304

1.5%

労働費

47,035

0.2%

衛生費

1,444,400

6.6%

民生費

7,957,473

36.1%

総務費

2,351,247

10.7%

議会費

238,136

1.1%

災害復旧費
6,439
0.0%
（単位：千円）

総額

円

総務費

,316,836

11.0%

民生費

7,630,822

36.4%


